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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第100期

第２四半期
連結累計期間

第101期
第２四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

営業収益 (百万円) 103,014 106,185 234,964

経常損失（△） (百万円) △13,726 △2,380 △20,156

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期（当期）
純損失（△）

(百万円) △18,299 7,597 △27,211

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △18,869 7,199 △17,485

純資産額 (百万円) 246,401 254,480 249,051

総資産額 (百万円) 908,349 925,034 929,053

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期（当期）純損失（△）

(円) △66.46 27.60 △98.83

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 27.0 27.3 26.6

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △15,347 2,035 △7,219

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △17,176 △7,880 △39,920

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 57,889 △5,908 69,190

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 (百万円) 60,767 45,701 57,450
 

 

回次
第100期

第２四半期
連結会計期間

第101期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純損失（△） (円) △33.35 △3.80
 

（注）１．第100期第２四半期連結累計期間および第100期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第101

期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間および当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変

更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」といいま

す。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。この結果、前第２四半期連結累計期間と収益の会

計処理が異なることから、以下の経営成績に関する説明の営業収益等については、前年同期比（％）を記載しており

ません。

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）におけるわが国経済は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、景気が依然として厳しい状況で推移しました。

当社グループの事業は、緊急事態宣言の発出等による外出の自粛などにより、交通事業およびレジャー・サービ

ス事業を中心に甚大な影響を受けました。このような厳しい事業環境のなか、当社グループは、すべての事業にお

いて、お客さまと従業員の感染防止対策を行いながら、安全・安心の徹底のもと、サービスの提供の維持に努めま

した。

以上の結果、営業収益は1,061億８千５百万円（前年同期は1,030億１千４百万円)、営業損失は29億２千５百万円

（前年同期は営業損失129億４千１百万円)、経常損失は23億８千万円（前年同期は経常損失137億２千６百万円）と

なりました。これに、特別利益として賃貸物件の譲渡に伴う固定資産売却益を計上したことなどにより、親会社株

主に帰属する四半期純利益は75億９千７百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失182億９千９百万

円）となりました。

なお、収益認識会計基準等の適用により、営業収益は81億９千８百万円減少しておりますが、営業損失、経常損

失および親会社株主に帰属する四半期純利益への影響は軽微であります。

次に、セグメント別の業績についてご報告いたします。

 
イ．交通事業

鉄道事業およびバス事業では、前期に続き、当期も新型コロナウイルス感染症の影響による輸送人員の減少が

継続しているものの、前年同期と比較すると、その影響は縮小し、増収となりました。

以上の結果、営業収益は416億４千３百万円（前年同期は372億５千万円)、営業損失は51億３千４百万円（前年

同期は営業損失120億円）となりました。

 

（業種別営業成績）

業種別

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

営業収益(百万円) 前年同期比（％）

鉄道事業 28,808 －

バス事業 11,418 －

タクシー事業 1,416 －

営業収益計 41,643 －
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（提出会社の鉄道事業運輸成績）

 
 

区分

 
 

単位

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

    前年同期比（％）

営業日数 日 183 －

営業キロ キロ 87.0 －

客車走行キロ 千キロ 57,783 △0.8

輸送人員

定期 千人 100,008 △0.0

定期外 〃 75,004 24.6

計 〃 175,012 9.2

旅客運輸収入

定期 百万円 11,887 －

定期外 〃 15,713 －

計 〃 27,601 －

運輸雑収 〃 1,253 －

収入合計 〃 28,855 －

乗車効率 ％ 30.5 －
 

（注）乗車効率の算出方法

旅客人員×平均乗車キロ
×100

客車走行キロ×平均定員
 

 

ロ．不動産事業

不動産販売業では、分譲マンションの売上が増加したことなどにより増収となりました。

不動産賃貸業では、品川駅周辺開発の進捗に伴い、前期に「ＳＨＩＮＡＧＡＷＡ ＧＯＯＳ」を閉館したほか、

賃貸物件の譲渡による賃料収入の減少などにより減収となりました。

以上の結果、営業収益は157億１千４百万円（前年同期は141億２千４百万円)、営業利益は15億６千２百万円

（前年同期は営業利益14億２千５百万円）となりました。

　

（業種別営業成績）

業種別

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

営業収益(百万円) 前年同期比（％）

不動産販売業 7,309 －

不動産賃貸業 8,404 －

営業収益計 15,714 －
 

 
ハ．レジャー・サービス事業

ビジネスホテル業では、京急ＥＸホテル・京急ＥＸインは、前期に続き、当期も新型コロナウイルス感染症の

影響による宿泊需要の低迷が継続しているものの、前年同期と比較して、その影響は縮小しており、また、東京

オリンピック・パラリンピック関係者の大型団体予約を獲得したことにより、増収となりました。

レジャー関連施設業では、㈱京急油壺マリンパークは、閉館直前の利用客の増により、増収となりました。ま

た、京急開発㈱は、前期に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う休業要請によって一部施設が臨時休業となっ

た反動などにより増収となりました。

以上の結果、営業収益は113億２千１百万円（前年同期は95億２千４百万円)、営業損失は２億６千７百万円

（前年同期は営業損失24億３千９百万円）となりました。
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（業種別営業成績）

業種別

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

営業収益(百万円) 前年同期比（％）

ビジネスホテル業 1,407 －

レジャー関連施設業 5,612 －

レジャーその他 4,301 －

営業収益計 11,321 －
 

 

ニ．流通事業

百貨店業では、前期の臨時休業および営業時間短縮の影響の反動などにより増収となりました。

スーパーマーケット業では、店舗の閉店および前期の巣ごもり特需の反動などにより減収となりました。

以上の結果に加え、収益認識会計基準等を適用したことにより、営業収益は350億９千２百万円（前年同期は

416億５千９百万円)、営業利益は５億５百万円（前年同期は営業損失１億６千２百万円）となりました。

 
 

（業種別営業成績）

業種別

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

営業収益(百万円) 前年同期比（％）

百貨店・ショッピングセンター業 7,306 －

百貨店業 5,917 －

ショッピングセンター業 1,388 －

ストア業 27,786 －

スーパーマーケット業 21,533 －

コンビニエンスストア・物品販売業ほか 6,253 －

営業収益計 35,092 －
 

 
ホ．その他

京急電機㈱は、完成工事が減少したことなどにより減収となりました。

以上の結果、営業収益は167億１千万円（前年同期は167億７千３百万円)、営業利益は１億９千４百万円（前年

同期は営業利益３億６千３百万円）となりました。

 

（2）財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、匿名組合への出資による投資有価証券の増加などはありましたが、固

定資産の譲渡による建物及び構築物や土地の減少などにより、前連結会計年度末と比べ40億１千９百万円減少しま

した。

負債は、有利子負債の減少などにより、前連結会計年度末と比べ94億４千７百万円減少しました。

また、純資産は、剰余金の配当などによる減少はありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上など

により、前連結会計年度末と比べ54億２千８百万円増加しました。
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（3）キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の計上などにより、20億３千５百万円の資金

収入（前年同期は153億４千７百万円の資金支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入はあったものの、有形固定資産の取得に

よる支出および投資有価証券の取得による支出などにより、78億８千万円の資金支出（前年同期は171億７千６百万

円の資金支出）なりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の減少などにより、59億８百万円の資金支出（前年同期は578

億８千９百万円の資金収入）となりました。

　

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末と比べ117億４千８百

万円減少し、457億１百万円となりました。

　

（4）事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

（5）研究開発活動

該当事項はありません。　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000,000

計 900,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 275,760,547 275,760,547
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 275,760,547 275,760,547 － －
 

 
（2）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

－ 275,760 － 43,738 － 17,861
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（5）【大株主の状況】

   2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 31,139 11.31

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 10,076 3.66

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 8,317 3.02

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 8,028 2.92

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 7,677 2.79

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 5,488 1.99

西武鉄道株式会社 東京都豊島区南池袋１丁目16番15号 5,383 1.95

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 5,000 1.82

株式会社日本カストディ銀行　
退職給付信託　みずほ信託銀行口

東京都中央区晴海１丁目８番12号 4,716 1.71

京急取引先持株会 横浜市西区高島１丁目２番８号 2,938 1.07

計 － 88,765 32.23
 

（注）１．2021年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社およびその共同保有者２社が2021年４月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載され

ているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 6,827 2.48

三井住友トラスト・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区芝公園１丁目１番１号 8,310 3.01

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７番１号 3,683 1.34

計 － 18,820 6.83
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２．2021年６月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ブラックロック・

ジャパン株式会社およびその共同保有者５社が2021年５月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が

記載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８番３号 2,806 1.02

ブラックロック（ネザーランド）BV
（BlackRock（Netherlands)BV）

オランダ王国　アムステルダム
HA1096　アムステルプレイン　１

326 0.12

ブラックロック・ファンド・
マネジャーズ・リミテッド
（BlackRock Fund Managers
Limited）

英国　ロンドン市　
スログモートン・アベニュー 12

518 0.19

ブラックロック・アセット・
マネジメント・アイルランド・
リミテッド
（BlackRock Asset Management
Ireland Limited）

アイルランド共和国　ダブリン　
ボールスブリッジ
ボールスブリッジパーク２　１階

356 0.13

ブラックロック・ファンド・
アドバイザーズ
(BlackRock Fund Advisors)

米国　カリフォルニア州
サンフランシスコ市　
ハワード・ストリート　400

2,305 0.84

ブラックロック・
インスティテューショナル・
トラスト・カンパニー、エヌ．エイ．
（BlackRock Institutional Trust
Company,N.A）

米国　カリフォルニア州　
サンフランシスコ市　
ハワード・ストリート　400

1,380 0.50

計 － 7,692 2.79
 

３．2021年７月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社およびその共同保有者２社が2021年７月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載され

ているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合(％)

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 6,827 2.48

三井住友トラスト・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区芝公園１丁目１番１号 8,451 3.06

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７番１号 3,689 1.34

計 － 18,967 6.88
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（6）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 355,700
 

－
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

(相互保有株式)
普通株式 69,500
 

－
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 275,125,400
 

2,751,254 同上

単元未満株式 普通株式 209,947
 

－ １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 275,760,547 － －

総株主の議決権 － 2,751,254 －
 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、役員報酬信託口が所有する当社株式104,400株（議決権1,044個）が

含まれております。

２．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式30株および証券保管振替機構名義の株式15株が含まれており

ます。

 

② 【自己株式等】

   2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数の

割合(％)

(自己保有株式)
 

    

京浜急行電鉄株式会社 横浜市西区高島１丁目２番８号 355,700 － 355,700 0.13

      

(相互保有株式）
     

横浜新都市センター
株式会社

横浜市西区高島２丁目12番６号 69,500 － 69,500 0.03

計 － 425,200 － 425,200 0.15
 

（注）役員報酬信託口が所有する当社株式104,400株は、上記自己株式等に含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

京浜急行電鉄株式会社(E04089)

四半期報告書

10/26



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（自　2021年７月１日  至　

2021年９月30日）及び第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日  至　2021年９月30日）に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 57,600 45,851

  受取手形及び売掛金 9,752 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 8,315

  商品及び製品 2,277 2,079

  分譲土地建物 ※  47,072 ※  66,592

  仕掛品 818 964

  原材料及び貯蔵品 345 326

  その他 10,040 7,765

  貸倒引当金 △123 △122

  流動資産合計 127,783 131,772

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 334,133 ※  321,791

   機械装置及び運搬具（純額） 39,103 37,277

   土地 ※  190,459 ※  182,770

   建設仮勘定 86,452 90,648

   その他（純額） 8,299 ※  7,677

   有形固定資産合計 658,448 640,165

  無形固定資産 7,197 6,890

  投資その他の資産   

   投資有価証券 75,428 86,771

   長期貸付金 797 801

   繰延税金資産 6,131 6,034

   退職給付に係る資産 30,099 29,643

   その他 23,324 23,108

   貸倒引当金 △154 △154

   投資その他の資産合計 135,625 146,206

  固定資産合計 801,270 793,261

 資産合計 929,053 925,034
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 25,180 13,972

  短期借入金 125,836 126,110

  １年内償還予定の社債 10,000 10,000

  未払法人税等 1,583 3,438

  前受金 8,348 9,248

  賞与引当金 1,546 1,548

  役員賞与引当金 70 －

  その他の引当金 15 15

  その他 29,664 30,391

  流動負債合計 202,245 194,725

 固定負債   

  社債 145,000 145,000

  長期借入金 234,511 229,714

  繰延税金負債 2,936 5,349

  役員退職慰労引当金 414 359

  退職給付に係る負債 11,076 11,184

  長期前受工事負担金 63,618 65,127

  解体費用引当金 4,575 4,588

  その他 15,622 14,504

  固定負債合計 477,756 475,828

 負債合計 680,002 670,554

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 43,738 43,738

  資本剰余金 44,158 44,158

  利益剰余金 142,729 148,544

  自己株式 △839 △826

  株主資本合計 229,788 235,615

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,975 11,286

  為替換算調整勘定 28 126

  退職給付に係る調整累計額 5,136 5,269

  その他の包括利益累計額合計 17,140 16,682

 非支配株主持分 2,122 2,182

 純資産合計 249,051 254,480

負債純資産合計 929,053 925,034
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業収益 103,014 106,185

営業費   

 運輸業等営業費及び売上原価 ※２  98,380 ※２  91,121

 販売費及び一般管理費 ※１,※２  17,575 ※１,※２  17,988

 営業費合計 115,956 109,110

営業損失（△） △12,941 △2,925

営業外収益   

 受取利息 44 32

 受取配当金 403 230

 持分法による投資利益 51 262

 投資有価証券売却益 25 1,348

 助成金収入 681 467

 その他 408 397

 営業外収益合計 1,615 2,738

営業外費用   

 支払利息 2,071 2,020

 その他 328 173

 営業外費用合計 2,399 2,193

経常損失（△） △13,726 △2,380

特別利益   

 固定資産売却益 105 16,221

 工事負担金等受入額 264 790

 受取補償金 － 82

 災害損失引当金戻入額 290 －

 その他 10 －

 特別利益合計 670 17,093

特別損失   

 固定資産圧縮損 264 790

 固定資産除却損 34 409

 減損損失 5,544 －

 解体費用引当金繰入額 ※３  4,520 －

 臨時休業による損失 ※４  311 －

 投資有価証券評価損 147 －

 支払補償費 59 －

 その他 8 30

 特別損失合計 10,890 1,229

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△23,946 13,484

法人税、住民税及び事業税 563 2,986

法人税等調整額 △6,169 2,905

法人税等合計 △5,606 5,892

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,340 7,591

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △41 △6

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△18,299 7,597
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,340 7,591

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △247 △688

 為替換算調整勘定 △220 163

 退職給付に係る調整額 △61 132

 その他の包括利益合計 △529 △391

四半期包括利益 △18,869 7,199

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △18,740 7,139

 非支配株主に係る四半期包括利益 △129 59
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△23,946 13,484

 減価償却費 15,699 14,529

 減損損失 5,544 －

 解体費用引当金の増減額（△は減少） 4,520 13

 有形固定資産除却損 145 213

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △446 572

 受取利息及び受取配当金 △447 △262

 支払利息 2,071 2,020

 持分法による投資損益（△は益） △51 △262

 固定資産売却損益（△は益） △105 △16,219

 工事負担金等受入額 △264 △790

 固定資産圧縮損 264 790

 売上債権の増減額（△は増加） 4,014 1,437

 棚卸資産の増減額（△は増加） △6,181 △1,551

 前受運賃の増減額（△は減少） 191 1,380

 仕入債務の増減額（△は減少） △13,943 △9,961

 未払消費税等の増減額（△は減少） △305 1,786

 前受金の増減額（△は減少） 3,595 772

 その他 △1,292 △2,965

 小計 △10,938 4,985

 利息及び配当金の受取額 675 490

 利息の支払額 △2,065 △2,013

 法人税等の支払額 △3,019 △1,428

 営業活動によるキャッシュ・フロー △15,347 2,035

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △37 △13,155

 投資有価証券の売却による収入 29 2,110

 有形固定資産の取得による支出 △18,156 △21,207

 有形固定資産の売却による収入 279 22,134

 無形固定資産の取得による支出 △903 △453

 長期貸付けによる支出 △32 △30

 長期貸付金の回収による収入 31 28

 工事負担金等受入による収入 1,714 2,464

 その他 △102 228

 投資活動によるキャッシュ・フロー △17,176 △7,880
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 50,000 10,000

 長期借入金の返済による支出 △14,615 △14,522

 コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 20,000 －

 社債の発行による収入 14,888 －

 社債の償還による支出 △10,000 －

 配当金の支払額 △2,203 △1,377

 非支配株主への配当金の支払額 △4 △0

 その他 △177 △7

 財務活動によるキャッシュ・フロー 57,889 △5,908

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,361 △11,748

現金及び現金同等物の期首残高 35,405 57,450

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  60,767 ※  45,701
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」といいま

す。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、顧客

への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引について、従来は、顧客から受け

取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で

収益を認識する方法に変更しております。また、交通事業における定期運賃に係る収益について、従来は、発売月

時点を基準とした按分計算により収益を認識しておりましたが、有効期間開始月時点を基準とした按分計算により

収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は8,198百万円減少し、利益剰余金の当期首残高は405百万円減

少しております。なお、営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純利益に与える影響額については軽微であ

ります。また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載し

ておりません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」については、第１四半期連結会計期間から「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することといたしました。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に含め

ていた京急プレミアポイントに係る預り金については、第１四半期連結会計期間から「前受金」に含めて表示する

ことといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」といいま

す。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当第２四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

 
（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響）

前事業年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した当社グループの事業活動の回復時期等を含

む仮定について、重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　　保有目的の変更

前連結会計年度（2021年３月31日）

保有目的の変更により、有形固定資産333百万円を分譲土地建物へ振替えております。

 
当第２四半期連結会計期間（2021年９月30日）

保有目的の変更により、有形固定資産17,792百万円を分譲土地建物へ振替えております。

 
（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の内訳は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

(1) 人件費 8,604百万円 9,009百万円

(2) 経費 6,351百万円 5,994百万円

(3) 諸税 922百万円 1,123百万円

(4) 減価償却費 1,696百万円 1,862百万円

   合計 17,575百万円 17,988百万円
 

 

※２ 営業費に含まれる引当金繰入額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

(1) 賞与引当金繰入額 1,567百万円 1,548百万円

(2) 退職給付費用 1,119百万円 1,440百万円

(3) 役員退職慰労引当金繰入額 39百万円 45百万円
 

 

※３　解体費用引当金繰入額

　　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

当社の事業用資産であるＳＨＩＮＡＧＡＷＡ ＧＯＯＳの建物等の解体を決定いたしました。それに伴い、今後

発生が見込まれる建物解体費等の費用の見積り額について、解体費用引当金繰入額として特別損失に計上してお

ります。

 
※４　臨時休業による損失

　　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

新型コロナウイルス感染症拡大による政府の緊急事態宣言発出に伴う自治体からの休業要請により、当社グ

ループの一部施設を休業いたしました。当該休業期間に発生した固定費（人件費等）に臨時性があると判断し、

臨時休業による損失として特別損失に計上しております。

 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 60,917百万円 45,851百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150百万円 △150百万円

現金及び現金同等物 60,767百万円 45,701百万円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,203 8.0 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　該当事項はありません。　

 

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,377 5.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金565,500円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月11日
取締役会

普通株式 1,377 5.0 2021年９月30日 2021年11月29日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬信託口が保有する当社株式に対する配当金522,000円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 交通事業 不動産事業

レジャー・

サービス

事業

流通事業
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

 営 業 収 益         

  外部顧客への営業収益 36,352 11,491 7,915 40,708 6,545 103,014 － 103,014

セグメント間の内部営業

収益又は振替高
897 2,632 1,608 950 10,228 16,317 △16,317 －

計 37,250 14,124 9,524 41,659 16,773 119,332 △16,317 103,014

 セグメント利益又は損失（△） △12,000 1,425 △2,439 △162 363 △12,814 △126 △12,941
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・土木・電気設備の工

事、輸送用機器の修理・改造、ビル管理業務等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「不動産事業」セグメントにおいて3,109百万円、「レジャー・サービス事業」セグメントにおいて2,435百万

円の減損損失をそれぞれ計上しております。

　

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 交通事業 不動産事業

レジャー・

サービス

事業

流通事業
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

 営 業 収 益         

  外部顧客への営業収益 40,833 13,106 9,802 34,580 7,860 106,185 － 106,185

セグメント間の内部営業

収益又は振替高
809 2,607 1,518 512 8,849 14,296 △14,296 －

計 41,643 15,714 11,321 35,092 16,710 120,482 △14,296 106,185

 セグメント利益又は損失（△） △5,134 1,562 △267 505 194 △3,140 214 △2,925
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・土木・電気設備の工

事、輸送用機器の修理・改造、ビル管理業務等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の流通事業の営業収益が7,741百万円減少し

ております。なお、交通事業、不動産事業、レジャー・サービス事業およびその他の営業収益ならびに全事業に

おけるセグメント利益又は損失への影響は軽微であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：百万円）

 交通事業 不動産事業
レジャー・
サービス事業

流通事業
その他
（注）

合計

鉄道事業 27,993     27,993

バス事業 11,276     11,276

タクシー事業 1,363     1,363

不動産販売業  7,264    7,264

不動産賃貸業  470    470

ビジネスホテル業   1,404   1,404

レジャー関連施設業   5,148   5,148

レジャーその他   2,064   2,064

百貨店・
ショッピングセンター業

   4,885  4,885

ストア業    27,134  27,134

その他     7,768 7,768

顧客との契約から生じる収益 40,632 7,734 8,617 32,019 7,768 96,772

その他の源泉から認識した収益 201 5,372 1,185 2,561 92 9,412

外部顧客への営業収益 40,833 13,106 9,802 34,580 7,860 106,185

 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設・土木・電気設備の工事、輸

送用機器の修理・改造、ビル管理業務等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△） △66.46円 27.60円

 （算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(百万円)

△18,299 7,597

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又は
普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
(百万円)

△18,299 7,597

   普通株式の期中平均株式数(株) 275,328,731 275,274,526
 

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬信託口が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において

控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累

計期間56,550株、当第２四半期連結累計期間108,750株であります。

　

２ 【その他】

第101期（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）中間配当については、2021年11月11日開催の取締役会におい

て、当社定款第42条の規定に基づき、2021年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主または質権者に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議いたしました。

（1）中間配当金の総額 1,377,024,085円

（2）１株当たり中間配当金 5円00銭

（3）支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月12日

京浜急行電鉄株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東 　京 　事　 務 　所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋   藤   祐   暢  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小   島   亘   司  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長   崎   将   彦  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京浜急行電鉄株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、京浜急行電鉄株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその

実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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